


       















 





    





    







  



  

   

   







 

  





 











 

 

 

   

  

   

  







 







 









  











 



 































  













































































































 

  

 







 





 











政総第2307号  

令和７年３月24日  

 

 

神奈川県議会議長 柳下 剛 殿 

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治  

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

質問趣意書に対する答弁書について（送付） 

 

 

令和７年２月26日付け神議第2107号をもって送付のありました青木 マキ議

員からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先                  

政策局総務室企画調整第二グループ 齊藤  

内線 3026                

 



答   弁   書 

 

● 有機フッ素化合物（PFOS・PFOA）の検査について 

まず、土壌の測定についてですが、県では、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡによる県民の

健康被害を防止するため、国及び水質汚濁防止法に基づく権限を有する政令市と連

携し、令和３年度から、同法の水質測定計画に基づき、河川、地下水等の水質測定

を進めてきました。これまでの調査で、水質の暫定目標値を超過した地点において

は、国の手引きに基づき、周辺住民等への注意喚起、継続的な監視調査、追加調査

（周辺調査）等を実施しています。 

一方で、土壌については、地下水汚染との因果関係を明らかにするための知見が

蓄積されておらず、井戸や地下水の汚染源特定の一助とはならないことから、測定

を行う予定はありません。 

次に、放流水及び下水汚泥の測定についてです。 

下水の放流水については、汚染の有無を判断する目標値等が定められていないた

め、現在、測定を行っていませんが、河川等に放流されていることから、今後の対

応について検討していきます。 

下水汚泥については、汚染の有無を判断する目標値等が定められていないため、

測定を行う予定はありません。なお、本県では、現在、下水汚泥の肥料化に向けて

実現可能性を検討している段階であり、目標値の設定などＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの

測定に関する動向を注視していきます。 

最後に、汚泥についてですが、神奈川県内の 12 市６町を給水区域とする県営水

道では、ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡについて、令和２年度から、河川から取水した水や浄

水後の水道水の定期検査を行なっており、ＰＦＯＳ・ＰＦＯＡが原水から検出され

た場合には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、浄水汚泥についても

検査を実施し、適正に処分していきます。 

 

● 里親制度の更なる推進に向けた里親の負担軽減について 

里親のためのレスパイト・ケア事業は、本来、養育に疲れた時だけでなく、里親

の病気や冠婚葬祭、出張、リフレッシュを求める場合など、様々な場合に利用でき

る制度です。 

また、里親の中には、この事業を利用したいと思っていても、子どもへの気遣い

や児童相談所の受け止めが気になる等の理由から、利用を控える方がいることも考

えられます。 

そこで、里親支援の拠点である「里親センターひこばえ」、児童相談所、各児童相

談所ごとに設置された「家庭養育支援センター」が、里親会とも連携しながら、里

親同士が交流する場の充実を図り、顔が見える関係を構築することで、レスパイト・

ケアを利用しやすい環境を整え、里親の負担軽減につなげてまいります。 

 

● 養育里親子・養子縁組親子への重層的な支援等について 

○ 当事者同士の助け合いや課題解決を支援する取り組みについて 



県では、「里親センターひこばえ」や「家庭養育支援センター」が主催し、里親や

里子が集い語り合える様々な機会を提供しています。 

また、「ひこばえ」では、特別養子縁組の親子を対象としたサロンやバーベキュー

などの交流イベントも実施しており、サロンでは、養子当事者を招いてお話を聞く

機会も設けています。 

一方、地域では、里親会や「ことさんち」のように、当事者として里親家庭に寄

り添いながら、里親同士が交流し悩みを語り合う場づくりを行っている団体もあり

ます。 

そこで、県では、こうした地域で里親を支える活動に取り組む団体等と連携し、

語り合いや集いの場に関する情報を里親に向けて発信することにより、里親同士の

交流を促進し、子育ての悩み等を気軽に相談し合える関係づくりを支援してまいり

ます。 

 

○ 社会全体で子育てをしていく取組の今後の方向性について 

県では、昨年 12月に制定した「神奈川県こども目線の施策推進条例」に基づき、

子ども・若者に関する施策を総合的に推進するため、現在、「神奈川県子ども・若者

みらい計画」（仮称）の策定を進めています。 

この計画案では、基本方針のひとつとして、「社会全体で連携し、協力すること

で、子ども・若者を支え、育てること」を掲げ、具体的な施策の検討を進めていま

す。 

こうした中、里親家庭の子育てを地域で支えていくためには、里親家庭も他の家

庭と同様に、必要に応じ、市町村のショートステイ事業等の子育て支援サービスを

利用できることが望ましいと考えています。 

同時に、地域の子育て家庭が何らかの理由で一時的に養育困難となった場合に、

このショートステイ事業を通じて、里親家庭が子どもを預かることができれば、地

域における里親への理解や他の子育て家庭との交流が進むとともに、里親の経験値

が向上し、里親委託の促進につながることも期待されます。 

そこで、県では、里親家庭がレスパイトとしてショートステイ事業を利用できる

仕組みについて検討するとともに、この事業で里親家庭も子どもを預かることがで

きないか、関係市町村との調整を進めるなど、地域で里親家庭の子育てを支えなが

ら、里親家庭が地域とのつながりを構築できるよう取り組んでまいります。 

 

 



                                        選管第1019号  

                                                   令和７年３月24日  

 

 

 神奈川県議会議長 柳下 剛 様 

 

 

                      神奈川県選挙管理委員会委員長 保阪 努  

（公印省略）  

 

質問趣意書について（回答） 

 

 令和７年２月26日付け神議第2107号をもって送付のありました、青木マキ議員

からの質問趣意書について、別添のとおり答弁書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

 選挙管理委員会 

下澤、村山 内線 3166 



答弁書 

 

 選挙公報は、選挙運動の一環として、氏名、経歴、政見などを広く有権者に伝

えるために、選挙管理委員会が作成し、各世帯に配布するものであり、有権者が

候補者の情報を知る上で、大変重要なものです。 

 このため、選挙公報の作成にあたっては、決して誤りが無いよう、正確な作業

が必要です。また、公職選挙法第170条により、原則、選挙期日前２日までに配布

するものとされていることから、選挙公報掲載申請期日に掲載申請を受理した後、

速やかに印刷業者へデータを引き渡し、印刷を開始する必要があります。 

 候補者等による選挙公報の掲載文原稿の提出にあたっては、令和元年執行の参

議院議員通常選挙から、電子データで提出することが可能となり、本県において

も、国と同様にCD-R/RWによる受付を開始しました。一般的に、電子データの受渡

しはUSBメモリも用いられますが、CD-R/RWと比較して小型なものが多く、取違え

や紛失のリスクが高まる傾向があるため、現在では、CD-R/RW又はDVD-R/RWでの提

出をお願いしているところです。 

しかし、光ディスク市場の縮小等も踏まえ、USBメモリをはじめとする他の外

部記録媒体についても、セキュリティの確保、取り扱う媒体が増えることによる

事務処理ミスの発生といったリスクを検証のうえ、次の国政選挙から利用を拡大

する方向で検討します。 

 なお、ご指摘の電子メールやクラウドサービスといったオンラインを利用し

た電子データの提出ついては、公職選挙法第168条により、選挙公報掲載文の申

請は文書ですることとされており、また、情報通信技術を活用した行政の推進

等に関する法律第10条第１号及び情報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る法律施行令別表（第４条関係）により、オンラインの利用が適用除外とされ

ています。この理由について、改めて総務省に確認しましたが、「選挙公報の掲

載申請は対面での申請を想定しているため」とのことであり、現状、対応は困

難です。 

 しかしながら、オンラインの利用には、セキュリティの確保や、提出方法の

多様化による事務の煩雑化といった課題がある一方、掲載文原稿の提出が容易

になり候補者等の利便性を高めるというメリットがあることから、今後、都道

府県選挙管理委員会連合会を通じて国へ法改正要望をしていくことについて、

検討してまいります。 

 




